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平成T2年幼児健康度調査   

結果   
第1回目中間評価と第2回目の比較では、3、4か月健診時で増加、1歳6か月児、3歳児で減少となった。   

第2回中間評価の結果では、相談相手として「インターネット」を選択した比率が、3、4か月健診時では14，8％であり、  
1歳6か月児（7．0％）、3歳児（4．0％）より大きな比率を占めた。3、4か月健診時の相談相手の頻度の増加が、地域での  

分析  子育て支援の充実につながっているのかどうかについて更なる検証が必要である。一方、1歳6か月児、3歳児健診  
時点において、相談相手がいる母親は、減少を認めていた。   

策定時と比べ、母親が相談できると認識する相手は減少の傾向が認められる。子育て家庭の孤立は、虐待を始め、  
評価  さまざまな家庭機能の問題につながる。母親が安心して相談できる環境の提供には、さまざまな関係機関や地域住  

民などの協力も必要であり、その減少はたいへんに大きな課題である。   

調査・分析上の課是頁   多くの子育て支援策が実施される中において、育児について相談相手のいる母親の割合の減少の原因調査が今後  
必要である。   

目標達成のための課題  育児の不安などで気軽に相談できる相手の存在や母親にとって有効な相談手段とは何かを分析し、その確保に向   けて対策を検討する必要があるとともに、育児不安などに悩む母親が気軽に相談できる環境づくりが必要がある。   
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時々やっている45．4％   
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「よく遊ぶ」「時々遊ぶ」を合計すると、策定時も2回の中間評価でも9割を超え、多くの父親が育児に参加している。  

結果  2回の中間評価の比較では、3．4か月児、1歳6か月児、3歳児健診すべてにおいて、「よく遊ぶ」が増え、「時々遊ぷj  
が減少した。   

子どもの年齢が低いほど「よくやっている」父親の割合が高いのは、年齢が低いほど育児の負担が多く、父親の育  

分析  
児参加が必要とされていることがうかがえる。また、今回の評価で、「よく遊ぶ」が増え「ときどき遊ぶ」が減っている  
ことは、父親の参加に対する母親の評価が上がっていると見ることもできる。今後も、「次世代育成支援対策推進  
法」や「子ども・子育て応援プラン」などの施策の推進が求められる。   

評価   目標に向けて順調に改善している。   

調査・分析上の課題   子育て支援の総合的な評価のひとつとして、引き続きモニターしていくことが望ましい。   

数値の上では増加傾向を認めるが、その内容もより充実したものであることが望まれる。また、地域における子育  
目標達成のための課題     て支援事業への父親の参加・活動の促進、父親自身の心の余裕や、育児参加しやすい職場環境の課題などにも  

目を向ける必要がある。   
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【住民自らの行動の指標】   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価（平成18年度）   調査   

44．8％   平成†2年乳幼児身体発育鞠  増加傾向へ   査  42．4％   平成17年乳幼児栄養調査  

第2回中間評価   調査  

48．4％  

※暫定値   
平成21年自治体調査（母子保健課）   

データ分析   

ベースライン調査と2回の中間評価の調査法は異なっているが、生後1か月時点で母乳のみを与える割合は、それぞ  
結果  れ44．8％、ヰ2．ヰ％、48．4％であった。   

生後1か月時点で、母乳のみを与える割合は、平成12年44．8％から平成17年度42，4％に減少していた。しかし、乳幼  
児身休発育調査と乳幼児栄養調査は、調査法が違うため、正確には比較できない。  

分析  一方で、同じ調査方法で行った研究班の調査では、平成17年度47．2％から平成21年度48．4％とわずかではあるが増  
加した。しかし、調査方法によって数値が前後していることから、明らかに増加傾向であるとは言い切れない。   

今後更なる取組が必要である。  
出産施設での支援があると母乳栄養の割合が高率であることなどを踏まえ、出産施設での支援と退院後母子が生活  
する地域での支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続するためには必要であることから、平成19年3  
月にー授乳・離乳の支援ガイド」が策定された。しかし、その認知はまだ十分とは言えず、平成20年度の調査で有床助  
産所における認知度は66．4％であった（平成20年度子ども未来財団児童関連サービス調査研究等事業「妊娠一出産  

評価  の安全性と快適性確保に関する調査研究」吉永宗義班長）。母乳育児の割合を増加させることは、単に栄養としての  
母乳栄養の割合を増加させるだけではなく、母親と赤ちゃんを一体として支援し、安心して子育てする環境を整えるこ  
とにもつながることから母乳育児の継続には、出産施設での支援と退院後母子が生活する地域での支援が必要であ  
り、保健医療機関等の更なる取組が必要である。そのためにも、支援者として大ぎな役割を果たす保健医療従事者  
が「授乳・離乳の支援ガイドjを十分認識し、母子への支援を継続的に提供できる環境を整える必要がある。   
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母乳育児支援の継続には、家族や地域社会の協力が不可欠であり、子育て支援の評価の一つとしても意味ある指   
標であると考えられることから、引き続きモニタリングが必要である。平成12年の乳幼児身体発育調査と平成17年   
度の乳幼児栄養調査は、調査法が違うため、精確には比較できない。そのため、最終的には、平成22年に予定され   
る乳幼児身休発育調査の値によって比較する必要がある。   

母乳育児の推進に関して、引き続き両親に対する啓発を行うことも必要であるが、それを支援する立場の保健医療   
機関、保健医療従事者に、「授乳・離乳の支援ガイド」を周知し、母乳育児推進のための努力事項などを伝えていく必   
要がある。   

調査・分析上の課題  

目標達成のための課題  
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山県然太良R耶  

データ分析   

策定時の現状値は保健所の割合を調査し85．2％、第1回中間評価では98％であり増加していた。ところが、第2回申  
結果  間評価では、87．5％と減少を認めた。  

母子保健事業の主体が市町村自治体に移行する中にあっても、低出生体重児への支援や虐待予防の視点から県  
型保健所のハイリスク児とその家族への支援はなお重要である。そのニーズに反して、保健所の関与が減     少してい  

分析  ることは、課題といえる。  

評価   第1回中間評価では「目標に向けて順調に改善しており、達成できる可能性がある。」とされたが、今回評価では逆  
ニハイリスク児に対する保健所機能の衰退を示唆するものとなった。  

調査・分析上の課題   策定時の指標が「二次医療圏の割合」であったが、実際には保健所単位で調べていることから、保健所単位での評  
価とすることで、結果が明確となった。  

フォロー体制が確立されない地域の理由は不明であるが、人員と予算に問題があることが考えられることと、県型保  
目標達成のための課題     健所の母子保健事業に対する役割を再確認する必要があると思われる。   
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平成12年幼児健康度調査   
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乳幼児期早期からの状況の把握は、虐待防止等のために重要である。今回は策定時に比べ6％の増加を認めた。   

結果  

目標数値に向けて増加を認めているが、なお乳児期早期に把握する取り組みが認められない自治体が残っている。な  

分析  
お、全数把握を目標とするあまりに、個々の対応が浅くなる懸念もあり、保健サービスの量と質のバランスを考慮する  
ことも必要である。   

早期からの要支援児童、要保護児童の発見には、医療機関との連携も有効であるが、まだ十分ではない。また、把握  
評価  された情報の有効活用には、福祉担当部局と保健担当部局の連携も大きな課題である。   

調査・分析上の課題   目標数値に向けて増加しているが、全数を把握するという量的な評価のみでなく、家庭の持つそれぞれのニーズに応  
じた適切な支援が行われているかどうかが重要であり、支援内容を把握について検討することが望まれる。   

目標達成のための課題  医療機関との連携、福祉部門との連携も含めた自治体の対応が求められる。   
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（策定時＝第1回中間評価時）  

91．5％  

保育所、学校、住民組織等関係横間の連  

携により取組を推進している市町村の割   

市町村89．7％  
※暫定値   

データ分析   

結果   第1回申闇評価時（策定時）に比較すると、第2匡仲間評価時における値は増加傾向にある。   

取り組みの割合が90％を超えようという状況になってきている。ここから目棟値（100％）までは、これまで以上の推進啓  

分析  発と具体的な展開支援が求められる。   

目標に向かっているが、市町村における取り組みの推進がより一層望まれる。   
評価  

調査・分析上の課題   今後も同様の手法でデータを把握していく必要がある。   

平成17年からの食育基本法の施行、ならびに平成20年からの保育所保育指針の改訂、学習指導要領の改訂など、  
食育という考えが浸透しつつあるところである。今後は、実施割合のみならず、思春期を対象とした取り組みの内容、  

目標達成のための課題        質、生涯を通じた食育の取り組みとどのような関連が工夫されているのか等が求められる。  
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（策定時＝平成18年度）  

データ分析   

第1回中間評価時は、手どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所は29．7％で、第2回申聞評価では、  
結果  常勤医師は、13．4％であるものの、兼任・嘱託・非常勤等の医師がいる児童相談所は67．3％であった。   

2回の中間評価は調査方法が異なるため、単純な数値比較は困難だが、第2回中間評価で、兼任・嘱託・非常勤等の  

分析  
医師がいる児童相談所カ  ミ半数以上を超えていることは、配置の必要性が認識され、各自治体による取組が反映され  
ていると考えられる。   

評価   直近値において、常勤医師は、13．4％に留まっており、医療的な対応が充足しているとはいえないのではないかと考え  
られる。   

調査・分析上の課題   児童相談所で処遇されている子どもの医療的対応は、地域の医療資源が活用されている場合もある。そうした連携状  
況の調査や子どもの心の問題に対応する拠点病院設置数など別の指標も考慮すべきである。   

児童相談所に勤務を希望する医師が少ないために、目標に向かって割合が増加しない可能性がある。児童相談所に  
医師を配置していない理由に加えて、児童相談所に勤務する医師の業務内容、処遇を明らかにすることが重要であ  

目標達成のための課題      る。   
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17施設（15府県）   

施設数の動向と同時に、入所 
調査・分析上の課題   を把握することが必要である。 
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課題塵轟萎も脚注鞄安らか左翼達二¢促進と育児杏安め軽減1ェま警手肇瑠言：禁、譜複数ぎ溶き葦窮笠 巌流誠二梵紡績烹羞蕊熊綴嵩㌘憲鉦   

【行政・関係機関等の取組の指標】   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

35．7％   100％   46．0％   平成17年自治体調査（母子保健課）  

平成13年度「地域における新  
しいヘルスコンサルティング  
システムの構築に関する研  
究」  第2回中間評価   調査  
山県然太朗封王  

45．5％  

※暫定値   
平成21年自治体調査（母子保健課）   

データ分析   

第1回中間評価では、育児不安や虐待親への地域資源が不足している状況が認識され始め、自治体での親グループ  
結果  の活動支援は策定時と比較して増加したが、今回は策定時と比べて増加しているものの、前回評価時と比べてやや減  

少に転じた。   

乳幼児健診をはじめとした母子保健活動が子育て支援や虐待予防の視点に立って行われはじめ、グループの対象と  
なる親子と保健所の接点が増加していること等によって開催のニーズはますます増加していると判断される。しかしな  

分析  がら、現実に実施率が増加していない原因には、予算上の措置や技術面等の課題、母子保健活動の市町村と県との  
業務分担の不確定さなどが考察される。   

評価   目標数値は横ばいであり、目標達成は困難。   

調査■分析上の課題   保健所について、予算上の措置や技術面専の課題の解決、母子保健活動の市町村と県の業務分担の明確化などが  
求められる。   

目標達成のための課題  グループ活動の支援に関する方法論の確立と保健所織員への研修の実施が必要である。   
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では1，163名と増加しているものの、第2回中間評価では、1．145名と減少に転じている。   

平成17年に日本小児科医会が実施した「子どもの心研修会」受講者への研修終了後のアンケートでは、「今後、心  
の問題に何とか対応できそう」が45％、「対応は大変そう」が39％であった。（日本小児科医会報32：107－110，2006）。  

分析  子どもの心相談医数が増加していない直接的な原因とはいえないものの、子どもの心相談医の認定を受けた後  
も、親子の心の問題に対応する上で困難を感じる小児科医が一定数存在する可能性が指摘できる。   

評価   目標数値については横ばい状態で、目標の達成のための対策が必要である。   

本指標は、今回の中間評価より、日本小児科医会により認定される「子どもの心相談医」の認定医数により評価す  
調査・分析上の課題  ることとなった。今後は小児科医会が提供する以外の、親子の心の問題に対応する技術に関する研修の受講者数  

や子どもの診療に携わる精神科医数についても、指標に加えることを検討する必要があると考えられる。   

目標達成のためには、未受講者のニーズの分析を行い、日本小児科医会等が開催する研修の実施場所、回数、  
目標達成のための課題     内容等を検討する必要がある。また、小児科医の研修参加に向けた啓発方法等を検討する必要がある。   
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